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令和7年度ヒアリング項目（案）
（検討課題、定性評価関連）



1ヒアリングの全体概要

WCPUQ楽天モバイルソフトバンクKDDI/沖セルNTTドコモ
25検討課題への対応

6定性評価
２１５1112６定量評価
8712181913合計

２．各社ごとのヒアリング項⽬数案

１．ヒアリング⽇程案

第51回部会 11⽉19⽇（⽔）
KDDI/沖縄セルラー電話 18時00分〜19時10分 説明25分、質疑45分（70分）
UQコミュニケーションズ 19時10分〜20時00分 説明20分、質疑30分（50分）

第52回部会 11⽉20⽇（⽊）
楽天モバイル 9時00分〜10時00分 説明20分、質疑35分（55分）
ソフトバンク 10時00分〜11時10分 説明25分、質疑45分（70分）
Wireless City Planning 11時10分〜12時00分 説明20分、質疑30分（50分）

NTTドコモ 13時00分〜14時10分 説明25分、質疑45分（70分）

① NTN（サービス導⼊状況及び検討状況を踏まえ、NTNの評価の在り⽅の検討に向けた聞き取り）
② Sub6帯に係る評価（基盤展開率から⼈⼝カバー率などへ評価項⽬の変更に向けた聞き取り）
③ 定量評価におけるC/D評価（要因及び今後の展開の聞き取り）

（令和７年度の主なポイント）

検討中



2ヒアリングの全体概要

３．ヒアリング項⽬案（概要）

（１）検討課題関係（共通事項）
⽬的︓今後の評価の在り⽅の検討に資するため、各社状況を聞き取る。

① 周波数利⽤⽅針
② ＮＴＮサービスの導⼊状況、検討状況
③ 5G基地局の今後の展開（基地局数、⼈⼝カバー率等）

（２）定性評価関係
⽬的︓今年度の定性評価を⾏うため、評価⽅針に記載の５項⽬に関し、各社状況を聞き取る。

① ５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング
② 安全・信頼性の確保
③ データトラヒック
④ 電波の割当てを受けていない者等（ＭＶＮＯ）に対するサービス提供
⑤ 携帯電話の上空利⽤及びIoTへの取組

（３）定量評価関係（個社事案）
⽬的︓今年度の定量評価における分析のため、C/D評価が⾒込まれるものについて要因や

今後の⾒込みを聞き取る。その他、個社事案について聞き取る。

① 定量評価においてC⼜はD評価が⾒込まれる項⽬に対する要因及び今後の展開等
② 4.9GHz帯の既存の無線アクセスシステムの移⾏（終了促進措置）対応状況

本日ご議論

次回ご議論
（10月部会）

詳細はP5～参照

詳細は
P10～参照



3携帯電話及び全国ＢＷＡに係る検討課題（令和６年度評価結果より）に対する今後の対応案

今後の対応（案）検討課題（令和６年度評価結果より）の概要項⽬

第47回部会において総務省
から状況報告あり、引き続き
総務省において調査を継続。

前年度の検討課題に基づき、総務省より、諸外国の⼈⼝カバレッジの判定⽅法に係る調査結果の報告が⾏われ
た。総務省に対し、対象国を拡⼤するなど、諸外国の⼈⼝カバレッジの判定⽅法に係る更なる調査を⾏うととも
に、通信品質の測定に係る課題抽出等を要請。

⼈⼝カバレッジに
係る指標1

（有効利⽤評価⽅針を改
定済）
定量評価関係

令和６年12⽉、新たに4.9GHz帯（4,900〜5,000MHz）が１者に割り当てられた。次年度以降の評価
に向け、有効利⽤評価⽅針の改定案の検討を⾏う。また、当⾯の間は、免許⼈ヒアリング等を通じ、既存無線
局の移⾏に係る取組状況も併せて確認を⾏う。

新たな割当周波
数 帯 (4.9GHz
帯)に係る評価

2

（有効利⽤評価⽅針を改
定済）
定量評価関係

３Ｇサービスが終了した帯域においては、本年度、総務省より「3G移⾏計画」の調査結果の報告が⾏われ、当
該移⾏計画について、有効利⽤評価⽅針に基づき定性的な評価を⾏った。
次年度以降、電波の有効利⽤の観点から、「3G移⾏計画」の実施状況に係る評価を実施することとし、当該評
価に係る有効利⽤評価⽅針の改定案の検討を⾏う。

３Ｇ移⾏計画に
係る評価３

検討課題関係

令和７年春頃に本格サービス提供開始予定の「衛星ダイレクト通信」では、地上系の携帯電話で⽤いられている
「2GHz帯の⼀部の周波数帯」を「全国（⼀部地域を除く）」で利⽤⾒込み。当該サービスの開始当初は、
SMSを提供し、順次、⾳声やデータ通信サービスを提供予定であるため、「衛星ダイレクト通信のカバレッジ」につ
いて、データ通信サービス等も可能である「現⾏の地上系の評価基準である⼈⼝カバー率等」と同等に扱うことは、
現時点では適切でないと考えられる。
今後、ヒアリング等を通じ、衛星ダイレクト通信のサービスや技術動向等を確認しつつ、NTNの評価の在り⽅を検
討していくこととするが、その利⽤状況の把握のため、総務省に対し、次年度以降、衛星ダイレクト通信に係る利
⽤状況について、地上系とは別に、調査結果の報告を要請。

ＮＴＮに係る評
価４

検討課題関係
（今般の利⽤状況調査の
結果を踏まえ、ミリ波帯含め、
5G基地局の今後の展開と
して検討）

Sub6帯の実績評価の総合的な評価（「S」〜「C」評価）においては、「基盤展開率」に基づく評価を実施して
いるが、前年度の検討課題にも⽰したとおり、将来的には、⼈⼝カバー率に基づく評価を⾏うことが望ましい。
引き続き、次年度以降もSub6帯の⼈⼝カバー率の拡⼤状況を注視しつつ、評価基準を⾒直す時期や⼲渉条
件を加味した評価基準も含め、継続的に検討していく。

Sub6帯に 係 る
評価5

定性評価関係

前年度の検討課題を踏まえ、本年度、携帯電話事業者及び全国BWA事業者等に対し、屋外・屋内別等の有
効性を確認した結果、屋外・屋内ともに設置コストの削減などの有効性が挙げられた⼀⽅で、屋外では整備完了
エリアでは新たにインフラシェアリングを⾏う効果が低い、屋内では競争環境が働かないことによるコストアップの
ケースもあるなどの課題も挙げられた。これらも踏まえ、インフラシェアリングの実績や新技術の導⼊等に基づく現
⾏の評価基準を基本としつつ、インフラシェアリングに係る市場の動向にも注視しながら、引き続き携帯電話事業
者及び全国BWA事業者に対しインフラシェアリングの取組状況を確認していく。

インフラシェアリン
グに係る定性評
価

6



4

ヒアリング項目（案）
＜検討課題関係（共通事項）＞



5ヒアリング項目案（検討課題関係（共通事項））

（１）検討課題関係（共通事項）
⽬的︓今後の評価の在り⽅の検討に資するため、各社状況を聞き取る。

質問項⽬No項⽬
御社が携帯・全国BWAネットワークを構築する上での、周波数帯ごとの⽬的や役割等、それを
踏まえた周波数全体としての基本的な利⽤⽅針について、昨年度からの変更点があれば、変更
内容を教えてください。

共1周波数利⽤⽅針

（KDDI社）
・現在のサービスの通信可能な時間率はいくらでしょうか。
・現在のサービスの同時に通信可能なユーザ数は、全国当たり、概ね１都道府県当たり、どの程
度でしょうか。

・今後、サービスの追加や拡⼤の予定があれば教えてください。

共
2-1

ＮＴＮサービスの導⼊状況、
検討状況 （KDDI社以外）

・NTNサービスを導⼊⼜は検討している場合、プラットフォーム、使⽤周波数帯、帯域幅、提供
エリア、サービス内容（⾳声、データ、SMS）、開始時期、地上系の使⽤周波数幅等の変更
の有無などの概要を教えてください。

・NTNに係る利⽤状況調査の各項⽬のデータを、現在の利⽤状況調査に従って（都道府県
単位など含め）提⽰可能かどうかを教えて下さい。

共
2-2

・今回の調査結果により、５G基地局数（特にSub6、ミリ波）の増加の伸びが鈍化しているが、
今後、設備投資など含め５G基地局の展開をどのように考えているか教えてください。

共
3-1

５G基地局の今後の展開
（BWA提供社以外）

・Sub6（3.7/4.0/4.5GHz帯）の⼈⼝カバー率が50%未満の地域における基地局展開⽅
針、50%を超える時期の⾒込みを教えてください。

共
3-2

・ミリ波帯のトラヒックは他の帯域よりも⼤幅に低い。ミリ波帯のトラヒックを伸ばすための取組などを
教えてください。

共
3-3



6（共2-1,2-2関係）ＮＴＮに係る評価

• NTNは地上系と⽐べ、カバーエリアは有利であるが、通信速度、サービス、同時接続数などは地上系よりも劣ることが想
定され、地上系と同等のサービスとはなっていない状況。

• よって、従来の評価項⽬である無線局数、⼈⼝カバー率、⾯積カバー率などは、地上系と同等に扱うことは適当でない。
• NTNには衛星やHAPSという異なるプラットフォームが想定されており、できるだけNTNに共通に扱える項⽬を中⼼に評価

の在り⽅を検討する必要。（通信量、技術導⼊状況など）

地上系

NTN

衛星
HAPS

基地局

→ 今後、提供が予定されているNTNサービスについて、プラットフォーム、使⽤周波数帯、帯域幅、提供エリア、
サービス内容（⾳声、データ、SMS）、開始時期、地上系の使⽤周波数幅等の変更の有無などを聞き取る。
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（共3関係）5G基地局の今後の展開

→ 今後、設備投資など含め5G基地局の今後の展開をどのように考えているか、ミリ波帯のトラヒックを伸ばすための
取組などを聞き取る。

• 今回の調査結果により、５G基地局数（特にSub6、ミリ波）の増加の伸びが鈍化。
• ミリ波帯のトラヒックは伸びが⼩さく、低い⽔準に留まっている。
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8（共3関係）Ｓｕｂ６帯に係る評価

4.5GHz帯4.0GHz帯3.7GHz帯
ドコモKDDI/沖セルソフトバンク楽天モバイルKDDI/沖セルドコモ

(+3.77%)48.46%(+1.03%)2.77%(+6.32%)49.59%(+10.49%)61.08%(+2.22%)54.73%(+3.87%)27.76%全国

(+1.27%)34.45%(+1.06%)3.96%(+7.18%)80.97%(+2.27%)56.90%(+0.53%)77.32%(+3.01%)21.62%北海道

(+0.59%)24.78%(+1.40%)3.48%(+1.96%)66.26%(+3.44%)35.93%(+0.02%)53.91%(+1.71%)31.97%東北

(+8.30%)59.35%(+1.61%)3.04%(+8.24%)26.79%(+22.95%)73.62%(+5.93%)41.33%(+0.69%)3.03%関東

(+4.38%)29.62%(+0.22%)1.36%(-0.36%)61.93%(-1.42%)33.97%(+0.09%)52.17%(+4.18%)70.90%信越

(+0.41%)27.30%(+1.25%)2.93%(+1.39%)77.01%(-0.52%)32.03%(+0.13%)58.36%(+3.76%)67.17%北陸

(+1.66%)61.42%(+0.34%)0.91%(+5.80%)43.50%(+11.26%)63.45%(+0.04%)45.67%(+6.78%)9.92%東海

(+1.46%)63.28%(+0.29%)0.81%(+10.29%)64.80%(+4.31%)81.10%(+0.04%)72.19%(+12.04%)43.70%近畿

(+2.64%)31.35%(+0.92%)2.97%(+0.23%)62.07%(+0.47%)31.34%(+0.00%)65.34%(+4.11%)61.75%中国

(+0.00%)14.97%(+0.79%)2.66%(+2.28%)71.47%(-1.88%)32.50%(+0.10%)70.24%(+1.26%)69.65%四国

(+0.07%)22.82%(+1.11%)2.56%(+4.91%)68.05%(-0.52%)45.21%(+0.00%)65.79%(+1.12%)56.35%九州

(+0.37%)57.56%(+1.02%)37.67%(+2.23%)11.50%(+15.25%)32.92%(+7.28%)45.37%(+0.12%)6.05%沖縄

※ (○)は昨年度実績値との比較

注）青字：50%以上、赤字：10%未満、黄色マーカ：50%未満（参考）令和７年度調査結果【⼈⼝カバー率】

→ Sub6の⼈⼝カバー率が50%未満の地域における基地局展開⽅針、50%を超える時期の⾒込みなどを聞き
取る。

• Sub6帯の実績評価はこれまで、５G導⼊の開設指針・開設計画により「基盤展開率」を基準としてきたところであるが、
認定期間が満了。

• 基盤展開率で90%超であっても、⼈⼝カバー率では数%という状況も⽣じており、⼀定期間の激変緩和措置を講じた
上で、今後、他の周波数帯と同様の「⼈⼝カバー率」などによる評価へ切り替えることが望ましい。



9（参考）ヒアリング項目（共通事項）昨年度との比較

質問項⽬項⽬
御社が携帯・全国BWAネットワークを構築する上での、周波数
帯ごとの⽬的や役割等、それを踏まえた周波数全体としての基
本的な利⽤⽅針について、昨年度からの変更点があれば、変
更内容を教えてください。

周波数
利⽤⽅針

（KDDI社）
・現在のサービスの通信可能な時間率はいくらでしょうか。
・現在のサービスの同時に通信可能なユーザ数は、全国当たり、
概ね１都道府県当たり、どの程度でしょうか。

・今後、サービスの追加や拡⼤の予定があれば教えてください。
ＮＴＮ
サービスの
導⼊状況、
検討状況

（KDDI社以外）
・NTNサービスを導⼊⼜は検討している場合、プラットフォーム、
使⽤周波数帯、帯域幅、提供エリア、サービス内容（⾳声、
データ、SMS）、開始時期、地上系の使⽤周波数幅等の変
更の有無などの概要を教えてください。

・NTNに係る利⽤状況調査の各項⽬のデータを、現在の利⽤
状況調査に従って（都道府県単位など含め）提⽰可能かど
うかを教えて下さい。

・今回の調査結果により、５G基地局数（特にSub6、ミリ
波）の増加の伸びが鈍化しているが、今後、設備投資など含
め、５G基地局の展開をどのように考えているか教えてください。

５G基地
局の今後
の展開

（BWA提
供社以
外）

・Sub6（3.7/4.0/4.5GHz帯）の⼈⼝カバー率が50%未満
の地域における基地局展開⽅針、50%を超える時期の⾒込
みを教えてください。

・ミリ波帯のトラヒックは他の帯域よりも⼤幅に低い。ミリ波帯のト
ラヒックを伸ばすための取組などを教えてください。

質問項⽬項⽬
御社が携帯・全国BWAネットワークを構築する上での、周波数
帯ごとの⽬的や役割等、それを踏まえた周波数全体としての基
本的な利⽤⽅針について、昨年度からの変更点を含め、教えて
ください。その際、通信規格別の使⽤周波数範囲・幅がわかる
ように図⽰してください。

周波数
利⽤⽅針

ＳＡに係る今後の導⼊⽅針を教えてください（周波数帯、地
域、サービス対象者等により導⼊⽅針が異なる場合は、それぞ
れの⽅針を教えてください）。また、ＳＡの活⽤事例（ネット
ワークスライシングによる具体的なサービス等）を教えてください。

ＳＡ導⼊
⽅針

NTN（衛星ダイレクト通信・HAPS等）の導⼊に向けた取組
状況を教えてください。
また、NTNのカバレッジについて、地上系基地局の⼈⼝カバー
率・⾯積カバー率と同等に評価することについて、ご意⾒があれ
ば教えてください。

NTN

Sub6（3.7/4.0/4.5GHz帯）の展開⽅針を教えてください。
複数の周波数帯を保有する事業者においては、周波数帯ごと
の展開⽅針を教えてください。

Sub6
展開⽅針

ミリ波（28GHz帯）について、現時点の基地局の設置場所と
その割合、具体的な活⽤事例を教えてください（駅︓○割・端
末向け、⼯場︓△割・主に⼯場内の画像伝送、など）。また、
今後の展開、活⽤⽅針を教えてください。更に、ミリ波の更なる
活⽤に当たって課題と考えられる点を教えてください。

ミリ波の
活⽤

今年度（案） 昨年度
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ヒアリング項目（案）
＜定性評価＞



11ヒアリング項目案（定性評価）

質問項⽬No

インフラシェアリングに係る御社の取組や今後の計画（先導的な取組や新技術の開発・導⼊等）について、昨
年度からの取組等の変更点及びインフラシェアリング基地局数の増減理由を含め、教えてください。

定性
1-1

① ５G基地局
におけるインフ
ラシェアリング

ネットワークの安全・信頼性の確保やネットワーク強靱化に向けた、御社の取組や今後の計画（先導的な取組
や新技術の開発・導⼊等）について、昨年度からの変更点を含め、①災害対策、②通信障害及び③セキュリ
ティ対策の３つの対策の観点から教えてください。

定性
2-1

② 安全・信頼
性の確保

データトラヒック量の分配に関して、複数周波数帯を横断してどのような⽅針に基づき対処しているのか、御社の
取組や今後の計画（先導的な取組や新技術の開発・導⼊等）について、昨年度からの変更点を含め、教え
てください。

定性
3-1

③ データトラ
ヒック

MVNOに関して、御社の取組や今後の計画について、昨年度からの取組等の変更点及びMVNO数の増減理
由を含め、教えてください。

定性
4-1

④ MVNOに
対するサービ
ス提供

携帯電話の上空利⽤に関して、御社の取組や今後の計画（５Gの上空利⽤に向けた検討状況を含む。）に
ついて、昨年度からの取組等の変更点及び開設局数の増減理由を含め、教えてください。

定性
5-1⑤ 携帯電話の

上空利⽤及び
IoTへの取組 IoTに関して、御社の取組や今後の計画（サービスの多様化に向けた取組状況を含む。）について、昨年度か

らの取組等の変更点及び開設局数の増減理由を含め、教えてください。
定性
5-2

（２）定性評価関係
⽬的︓今年度の定性評価を⾏うため、評価⽅針に記載の５項⽬に関し、各社状況を聞き取る。



12（参考）ヒアリング項目案（定性評価）昨年との差分

質問項⽬No
インフラシェアリングに係る御社の取組や今後の計画（先導的な取組や新技術の開発・導⼊等）について、昨年度からの取組等
の変更点及びインフラシェアリング基地局数の増減理由を含め、教えてください。

定性共
1-1

①５G基地局にお
けるインフラシェ
アリング

屋外・屋内別のインフラシェアリングのメリット・デメリットを教えてください。定性共
1-2

⼟地・建物・鉄塔等の⼯作物を共⽤する場合、空中線・基地局装置等の電気通信設備を共⽤する場合のそれぞれのメリット・デ
メリットを教えてください。

定性共
1-3

プラチナバンド、ミッドバンド（Sub6を含む）、ミリ波の周波数帯別に、インフラシェアリングを⾏うメリット・デメリットを教えてください。定性携
1-4

ネットワークの安全・信頼性の確保やネットワーク強靱化に向けた、御社の取組や今後の計画（先導的な取組や新技術の開発・
導⼊等）について、昨年度からの変更点を含め、①災害対策、②通信障害及び③セキュリティ対策の３つの対策の観点から教え
てください。

定性共
2-1

②安全・信頼性の
確保

「令和6年能登半島地震」及び「令和6年9⽉20⽇からの⼤⾬（能登等の⼤⾬）」に伴う基地局の被害状況、復旧に向けた対
応状況（時系列）を教えてください。
また、災害時の携帯電話の位置情報の提供（令和6年6⽉28⽇総合通信基盤局通知関係）の活⽤状況について教えてくださ
い。
なお、評価結果において、基地局の被害状況や復旧に向けた対応状況の全部⼜は⼀部の公表を予定していますので、⾮公表を
希望する内容がある場合は、該当箇所及びその理由をお⽰しください。

定性共
2-2

安全・信頼性の確保について、⾃社グループと⼀体的に実施している対策、独⾃に実施している対策について、設備⾯（コア設
備・伝送路・基地局・監視設備等）、⼈的な⾯（訓練・復旧要員等）から教えてください。

定性Ｂ
2-3

データトラヒック量の分配に関して、複数周波数帯を横断してどのような⽅針に基づき対処しているのか、御社の取組や今後の計画
（先導的な取組や新技術の開発・導⼊等）について、昨年度からの変更点を含め、教えてください。

定性共
3③データトラヒック

MVNOに関して、御社の取組や今後の計画について、昨年度からの取組等の変更点及びMVNO数の増減理由を含め、教えてく
ださい。

定性共
4

④MVNOに対す
るサービス提供

携帯電話の上空利⽤に関して、御社の取組や今後の計画（５Gの上空利⽤に向けた検討状況を含む。）について、昨年度から
の取組等の変更点及び開設局数の増減理由を含め、教えてください。

定性共
5-1⑤携帯電話の上

空利⽤及びIoT
への取組 IoTに関して、御社の取組や今後の計画（サービスの多様化に向けた取組状況を含む。）について、昨年度からの取組等の変更

点及び開設局数の増減理由を含め、教えてください。
定性共
5-2



13（参考） 有効利用評価方針

有効利用評価方針中別紙５：複数の周波数帯を総合的に勘案した評価（定性評価）

１ 総務省令に規定する事項

２ 総合的な評価

dcba評価項⽬

インフラシェアリングの実績がなく、
また今後の計画もない。

インフラシェアリングの実績はある
ものの、今後の計画がない（⼜
は不⼗分である）。

インフラシェアリングの実績があり、
今後、⼀定の計画を有している。

ｂに加えて、新技術の開発や導
⼊に積極的に取り組んでいる
（⼜は計画を有している）。

①５Ｇ基地局におけるインフラ
シェアリング

⼗分な取組が⾏われていない。
⼀定の取組を⾏っているものの、
前年度に⽐べて改善が⾒られな
い。

⼀定の取組を⾏っており、前年
度に⽐べて改善が⾒られる。

ｂに加えて、新技術の開発や導
⼊に積極的に取り組んでいる
（⼜は計画を有している）。

②安全・信頼性の確保※

トラヒックを効率的に処理する⼯
夫がなされていない。

トラヒックは減少傾向にあるもの
の、トラヒックを効率的に処理す
るための⼯夫がなされている。

トラヒックが増加傾向にあり、トラ
ヒックを効率的に処理するための
⼯夫がなされている。

ｂに加えて、新技術の開発や導
⼊に積極的に取り組んでいる
（⼜は計画を有している）。

③データトラヒック

ＭＶＮＯへの提供を全く⾏って
いない。

ＭＶＮＯへの提供が⾃社グ
ループ内に留まっている（⼜は
少数に留まっている）。

ＭＶＮＯへの提供が⾃社グ
ループ以外の多数に⾏われてい
る。

ｂに加えて、ＭＶＮＯへの更な
る開放に積極的に取り組んでい
る。

④電波の割当てを受けていない
者等（ＭＶＮＯ）に対する
サービス提供

⾃社として具体的な取組が⾏わ
れていない。実証段階に留まっている。実⽤化に積極的に取り組んでい

る。

ｂに加えて、５Ｇの活⽤（上
空利⽤）／サービスの多様化
（IoT利⽤）に積極的に取り
組んでいる。

⑤携帯電話の上空利⽤及び
IoTへの取組

dcba
電波の有効利⽤⼜は適切な電波利⽤
が⾏われていない。

電波の有効利⽤⼜は適切な電波利⽤
があまり⾏われていない。

電波の有効利⽤⼜は適切な電波利⽤
が⼀定程度⾏われている。

電波の有効利⽤⼜は適切な電波利⽤
が⾏われている。

※ 災害、通信障害、セキュリティに係る事前の対策や事案発⽣時の取組をいう。



14（参考） ５G基地局のインフラシェアリング、安全・信頼性の確保
（参考）令和７年度調査結果 ○インフラシェアリングを行っている５G基地局数（及び昨年度からの増加数）

WCPUQ楽天モバイル
ソフトバンクKDDI/沖セル

ドコモ
左記以外

自社グループに
係るもの

左記以外
自社グループに

係るもの

2.5GHz2.5GHz
3.7GHz
28GHz

700MHz
1.7GHz
2GHz

3.4GHz
3.5GHz
3.7GHz
28GHz

700MHz
1.7GHz
2GHz

3.4GHz
3.5GHz
3.7GHz
28GHz

700MHz
1.7GHz
2.3GHz
3.5GHz
3.7GHz
4.0GHz
28GHz

700MHz
1.7GHz
2.3GHz
3.5GHz
3.7GHz
4.0GHz
28GHz

700MHz
2GHz

3.4GHz
3.7GHz
4.5GHz
28GHz

インフラシェアリングを行っている基地局の
周波数帯

0局
（±0局）

2,587局
（+1,254局）

36局
（+18局）

49,621局
（+14,132局）

30,649局
（+5,030局）

51,214局
（+14,030局）

22,898局
（+6,471局）

2,156局
（+1,658局）

屋外
工作物に係る
シェアリングを

行っている基地局数
（昨年度からの増加数）

6局
（+6局）

2局
（±0局）

0局
（±0局）

872局
（+344局）

94局
（+5局）

408局
（+123局）

4局
（±0局）

0局
（±0局）

屋内

0局
（±0局）

1,601局
（+1,139局）

18局
（+14局）

49,618局
（+14,132局）

16,438局
（+1,148局）

50,997局
（+13,513局）

24,339局
（+8,542局）

340局
（+226局）

屋外
電気通信設備に係る

シェアリングを
行っている基地局数

（昨年度からの増加数）
6局

（+6局）
33局

（+32局）
8局

（+7局）
872局

（+344局）
66局

（+35局）
425局

（+144局）
1,277局

（+565局）
397局

（+229局）
屋内

○安全・信頼性の確保の調査結果（参考）令和７年度調査結果
WCPUQ楽天モバイルソフトバンクKDDI/沖セルドコモ

【災害対策】
・24時間監視体制の構築
・可搬型発電機および可搬

型衛星アンテナの増強
等

【故障対策】
・故障対策の実施
・駆け付け体制の構築
等

【災害対策】
・耐震設計基準での構築
・無線機器の嵩上げ
・蓄電池の設置
・可搬型発電機運用体制の

構築
等

【故障対策】
・予備品の保有
・駆けつけ体制構築
等

【災害対策】
･ 24時間運用可能な予備電

源の設置
･ 消火器の設置
･ 遠隔制御による予備電源

の延命
･ 耐震設計基準での構築
･ 無線機器の頭頂設置
･ 車載/可搬型基地局の強

化
等
【故障対策】
・予備品の全国配備
・駆け付け体制の構築
等

【災害対策】
・24時間監視体制の構築
・24時間運用可能な予備電

源の設置
・軽量化した可搬型基地局の

整備
・有線給電ドローン無線中継

システムの増強
等

【故障対策】
・故障対策の実施
・駆け付け体制の構築
等

【災害対策】
・耐震設計基準での構築
・装置等の厳重な固定措置
・通信機械室無窓化
・防火シャッター、防火扉、消

火設備設置
・防水板、防水型マンホール、

水密扉等の設置
等

【故障対策】
・全拠点に予備品を配備
・駆けつけ体制の構築
等

【災害対策】
・耐震補強等の実施
・消火設備の設置
・防水扉の設置
・24時間以上運用可能な予

備電源等の設置
・大ゾーン、中ゾーン基地局

の設置
等

【故障対策】
・代替用予備機の設置
・駆けつけ体制の構築
等

○災害対策・
火災・津波水
害・故障対策

36局2局87局96局（▲4局）65局113局（▲6局）車載型基地局

0局20局176局250局（＋50局）150局（＋1局）69局（＋5局）可搬型基地局

92台0台427台92台59台113台（▲3台）移動電源車



15（参考） データトラヒック

（参考）令和７年度調査結果（周波数帯別のトラヒック状況の調査結果）
○月間総トラヒック（単位：TB）

○1MHz当たりの月間トラヒック（単位：TB）

○1局当たりの月間トラヒック（単位：GB）■ドコモ, ■KDDI/沖セル, ■ソフトバンク, ■楽天モバイル

700-900MHz帯 1.5-2GHz帯 3.4-3.5GHz帯
700-900MHz帯 1.5-2GHz帯 3.4-3.5GHz帯

700MHz-3.5GHz帯 3.7-4.5GHz帯 28GHz帯700-900MHz帯 1.5-2GHz帯 3.4-3.5GHz帯 700MHz-3.5GHz帯 3.7-4.5GHz帯 28GHz帯

700MHz-3.5GHz帯 3.7-4.5GHz帯 28GHz帯

167,515 
139,256 

110,860 

1 

590,839 

382,156 
355,956 

194,375 

128,558 

12,403 

160,894 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000
総トラヒック(4G)

28,520 
52,384 

275,220 

165,785 

109,495 
99,6…

28,606 

32 137 31 66 
0 

50,000 

100,000 

150,000 

200,000 

250,000 

300,000 

総トラヒック(5G)

3,350 

2,785 

2,217 

0 

5,371 

3,822 3,955 

2,430 

1,607 

310 

2,011 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

1MHz当たりトラヒック(4G)

203.71 

374.17 

1,618.94 

828.92 

547.47 

996.64 

286.06 

0.08 0.34 0.08 0.16 
0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

1MHz当たりトラヒック(5G)

1,991 

1,379 
1,628 

54 

5,089 
4,730 

4,157 

2,896 
3,271 

1,542 

5,618 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

1局当たりトラヒック(4G)

2,368 

986 

3,251 

4,942 

2,632 

7,947 

1,458 

5 9 4 4 
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

1局当たりトラヒック(5G)



16（参考） MVNOに対するサービス提供
（参考）令和７年度調査結果

WCPUQ楽天モバイルソフトバンクKDDI/沖セルドコモ免許人名

前年度からの増
加数

全体
前年度からの増

加数
全体

前年度からの増
加数

全体
前年度からの増

加数
全体

前年度からの増
加数

全体
前年度からの増

加数
全体

026029256919732669351MVNO数

MNOであるMVNO
に係るもの※1を除
く

000010413606015L2接続

026029152816726664338L2接続以外

-7732,4175591,543,6291,105,9741,647,833-448,20311,843,0251,897,813 8,948,626 1,032,13114,022,781MVNO契約数

0000286,731440,61044,886221,620192,126 1,974,465 740,00212,527,812L2接続

-7732,4175591,543,629819,2431,207,223-493,08911,621,4051,705,687 6,974,161 292,1291,494,969L2接続以外

±0.00%0.06%±0.00%4.00%+10.84%18.39%-0.90%20.40%+2.32%12.72%+0.92%15.36%全契約数※2に占めるMVNO契約数の割合

010200000100MVNO数

MNOであるMVNO
に係るもの※1 2,976,99351,423,877616367379982530000-8,449 1,887,610 00MVNO契約数

±0.00%99.94%±0.00%95.00%0000-0.11%2.68%00全契約数※2に占めるMVNO契約数の割合

－－－－〇〇HLR/HSS連携機能

開放を促進す
べき機能※3の
提供状況※4

MVNO促進の取
組

－－－－－〇料金情報提供機能

－－－〇－〇端末情報提供機能※5

－－－〇〇〇その他

標準プランの策定・公開や
MVNO事業希望者への窓口設
置等を実施。

標準プランの策定・公開や
MVNO事業希望者への窓口設
置等を実施。

MVNOガイドラインに規定するア
ンバンドル機能について2020年
4月8日から事前調受付を開始。
自社の独自機能についても提供
の準備を実施。

標準プランの策定・公開や
MVNO事業希望者への窓口設
置等を実施。

各種情報提供や、青少年フィル
タ機能の提供、端末接続試験の
受託等を実施。

標準プランの策定・公開や
MVNO事業希望者への窓口設
置等を実施。

その他

※1 自社グループのMNOであるMVNOに係るものを指す。
※2 MNOであるMVNOに係る契約数とMNOであるMVNOに係るものを除く契約数の双方を含む。
※3 総務省「MVNOに係る電気通信事業法及び電波法の適用関係に関するガイドライン」において規定される機能。

当該機能は、第二種指定電気通信設備（令和４年10月末現在、ドコモ、KDDI/沖セル、ソフトバンク、UQ及びWCPが設置する電気通信設備が該当。）を対象に設定されている。
※4 〇：提供中、－：提供なし（要望なし）
※5 L2接続を行うことによりMVNOが使用できるようになる標準的な機能の1つ



17（参考） 携帯電話の上空利用、ＩｏＴへの取組

（１）携帯電話の上空利用への取組の調査結果
・携帯電話の上空利用の具体的な使用実態の例 ・携帯電話の上空利用の試験的導入に係る調査結果

（参考）令和７年度調査結果

具体的な
使用実態の例

開設局数
（昨年度から

の増分）
周波数帯規格免許人名

物資輸送、災害状況把握、設備点
検、空撮・映像制作、測量・現場進
捗管理、警備・監視、植生・生育状
況把握、農薬散布他

184局
（+22局）

800MHz帯、
1.7GHz帯(1845～1880)、

2GHz帯
４Ｇドコモ

商用化
局

無人航空機の撮影する映像やテレ
メトリ情報、制御信号等の伝送

701局
（+139局）

800MHz帯、
1.7GHz帯(1805～1845)、

2GHz帯

４Ｇ
５Ｇ

KDDI/沖セル

撮影画像による測量、運行管理シ
ステム検証、鉄塔点検、電気/ガソ
リンハイブリッドドローン飛行検証、
映像伝送検証、スピーカードローン
検証（避難誘導/防災無線）、災害
物資輸送

69局
（±0局）

900MHz帯、
2GHz帯

４Ｇソフトバンク

具体的な
使用実態の例

総開設局数
（昨年度から

の増分）
周波数帯規格免許人名

研究開発に関する電波品質試験、
ヘリコプター機上内での利用（映像
伝送）、150ｍ超飛行時の物資輸送
（映像伝送）

577局
（+22局）

800MHz帯、
1.7GHz帯(1845～1880)、

2GHz帯
４Ｇドコモ

実用化
試験局

無人航空機の撮影する映像やテレ
メトリ情報、制御信号等の伝送

114局
（±0局）

800MHz帯、
1.7GHz帯(1805～1845)、

2GHz帯
４ＧKDDI/沖セル

遠隔操縦システム検証（映像伝送
および映像信号伝送）

67局
（±0局）

900MHz帯、
1.7GHz帯(1845～1880)、

2GHz帯

３Ｇ
４Ｇ

ソフトバンク

無人航空機の制御用以外のデータ
伝送用

11局
(±0局）

1.7GHz帯(1805～1845)４Ｇ楽天モバイル

（２）IoTへの取組の調査結果
・前年度との比較（IoT端末開設局数）

（参考）令和７年度調査結果

17,111,059 

18,777,585 

9,872,502 

0 40

4,277,903

18,019,687 

20,416,284 

7,945,456 

0 
13,837 

7,195,081

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

ドコモ KDDI/沖セル ソフトバンク 楽天モバイル UQ WCP

通常規格
令和５年度 令和６年度

2,077,684 

4,984,302 

3,925,883 

11,374 0 0 

2,603,419 

5,730,466 

4,786,160 

17,871 
0 0 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

4,000,000

4,500,000

5,000,000

5,500,000

6,000,000

6,500,000

ドコモ KDDI/沖セル ソフトバンク 楽天モバイル UQ WCP

LPWA規格
令和５年度 令和６年度

主な使用用途免許人名

モビリティ、スマートメータ、セキュリティ、自販機の検量データー取得、河川の水位監視ドコモ

スマートメータ、コネクティッド（車載機との通信）、絶縁監視装置、IPトランシーバー、ドライブレコーダー、タコグラフ（自動車運行記録）、水道局水量監視、AED監
視、シェアオフィス、ガスメータ検針

KDDI/沖セル

車載型通信機、エレベータ監視、防犯カメラ監視、写真転送・表示、位置情報取得、ガス/水道メータ検針、高齢者/子供見守りソフトバンク

整流器電源OFF/ON遠隔操作、基地局電力利用量確認、位置追跡サービス、郵便ポスト投函状況可視化、水道メーター可視化楽天モバイル

信号機制御、鉄道車両内情報配信UQ

車載型通信機、M2M向け通信機WCP
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ヒアリング項目（案）
＜定量評価＞

定量評価関係は、10月の部会でご提示します。


